
欧州三大航空会社のネットワーク戦略                    
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                              （平成15年３月31日）

１　はじめに
1978年に米国で始まった航空自由化の動きは、その後、欧州をはじめ世界各国に波及し、 ついにEUは80年代後半から段階的に進めてきた自由化プロセスを97年に完了し、完全自由化を実現した。自由化により競争環境が一変した欧州メガキャリア
は、「オープンスカイ」
を旗印に世界航空市場における覇権の確立を急ぐ米国メガキャリアや台頭する新興のローコスト・キャリア
との熾烈な競争に打ち勝つため、経営戦略の抜本的見直しを余儀なくされた。
一方、90年代後半の世界経済は、情報革命とグローバル化が同時進行的に加速する真只中にあり、市場はかつてないスピードとスケールで変化しつつあった。誰もがインターネットを使えば簡単に世界中から瞬時に大量の情報にアクセスできるようになり、買い手が主導権を握るマーケットが出現しはじめたのである。

90年代後半に起こったこれら一連の変化は、航空業界にも買い手主導のマーケットに対応した新たな顧客との関係を前提にした事業モデルの再編を急がせることになった。グローバル・ネットワークの拡充による地球規模での顧客囲い込みが本格的に始まったのもこの頃である。航空ビジネスはしだいにネットワークビジネス化し、単独キャリアが競争しあう時代からグローバル・アライアンス
により誕生した巨大航空企業連合によるグループ間競争の時代へと変貌しつつある。

本レポートでは、97年以降に急速に進んだグローバル・アライアンス形成による世界の航空業界のグループ化、ネットワーク化の動きに注目し、特に欧州３大メガキャリア
の動きに焦点をあて、その戦略等についてまとめたものである。

２　世界の航空市場の状況
（1）航空会社の業績の推移

下図は、IATA
のホームページに記載されているグラフを加工したもので、ICAO
がまとめた世界の航空会社の損益状況（1991年～2001年）を示している。世界的に航空自由化の流れが本格化した90年代における世界の航空会社の業績は概ね以下の通りであった。

· 米国経済の好調を背景に世界経済が安定的に成長した恩恵を受けて、航空業界は1993年～94年に黒字基調に転換し、96～97年まで順調な伸びを示し、その後2000年まで好調を持続した。

· 2001年には米国景気減速の影響に2001.9.11（同時多発テロ）の影響が重なり国際航空需要が大幅に落ち込み、赤字に転落するなど、業績は急速に悪化した。
世界の航空会社の業績（1991～2001）
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（2）市場規模の地域・路線によるシェア比較（1997年）

下の図
は、欧州で航空自由化が完了した1997年において、世界の航空市場規模全体に占める北米、欧州、アジア地域といった域内市場規模の割合と各地域を結ぶ国際航空路線の市場規模の割合を表したものである。以下はその特徴をまとめたものである。

· 世界の航空市場において各地域の域内市場の規模が全体に占める割合は55.9％、地域間を結ぶ路線の市場規模が占める割合は44.1％となっている。

· 最大の域内市場は米国・カナダを中心とする北米地域で、全体の約３分の１にあたる31.1％を占めている。北米地域に次いで大きな域内市場を持つのはアジア地域（11.2％）で、欧州地域が9.1％と続き、主要３地域の域内市場だけで世界市場全体の51.4％、域内市場全体の約92％を占めている。

· 各地域を結ぶ国際航空路線市場では、大西洋路線が11.7％と最大で、続いて欧州・アジア間が8.1％、北米・アジア間が5.5％となっている。大西洋路線の市場規模は、アジア地域域内および欧州地域域内のそれよりも大きく、全体でも北米域内の市場規模の次に大きい。

市場規模の地域・路線によるシェア比較（1997年）




（3）日米欧３市場の旅客数比較(1997年)

以下３つの円グラフは、IATAおよびICAOのデータを基に日本航空が作成した
1997年における日米欧３市場の旅客数を、国内線旅客数、国際線旅客数およびその合計（国内線+国際線）に分けて比較検討したものである。このグラフから読み取れることは以下のとおりである。

· 97年の旅客数は世界全体で14.5億人、うち国内線の旅客数は10億人で、国際線の旅客数4.5億人のおよそ2倍に相当する。

· 国内線および国際線の旅客数の合計が最も大きい国は米国で、世界全体の約半分に相当する48％（国内40％+国際8％）を占めている。米国の特徴は、国内線の旅客数に比べて、国際線の旅客数が相対的に少ないことである。

· 米国と対照的なのが欧州で、国際線の旅客数だけで見た場合、世界の国際線旅客の約半分を占めるなど、国際線に強みを発揮している姿が浮き彫りとなっている。

· 日本は、米国や欧州のような偏りがなく、国内、国際、ともに世界の約１割を占めている。国内市場こそ飽和状態に近いが、近隣に成長市場であるアジア地域があることからみれば、国際線旅客数を伸ばせる余地は他の２つより大きいといえそうだ。
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（4）90年代以降の航空市場の動き

1990年代の世界経済は米国を牽引役として安定成長を持続し、その恩恵を受けた航空業界は1993年～94年に黒字基調に転換、その後96～97年までは拡大基調で推移した。しかし、この頃をピークに米国景気に陰りが見えはじめ、その後、いわゆるITバブルの崩壊や米国景気の減速によって、旺盛だった国際航空需要も頭打ちとなった。さらに2001.9.11には同時多発テロが発生、その後遺症もあって2001年後半になると航空業界の業績は一気に悪化した。いまだ世界の航空業界を取り巻く環境には依然として厳しいものがあり、またイラク戦争やSARSの発生などの悪材料も加わって経営環境が好転する兆しが見えてこない中、航空業界は現在も難しい経営の舵取りを強いられている。実際、単独で世界シェアの約4割を占めるほどの巨大な国内市場をもつ米国メガキャリアだが、現在はサウスウエスト航空などの一部の格安航空会社を除けば、その多くが苦境に立たされているというのが現実である。

米国メガキャリアは、80年代末に自国の国内市場の棲み分けを完了し、90年代に入ると国際線に活路を見出す以外に成長のシナリオが描けない状況に立たされていた。米国勢が、最大の国際線市場である大西洋路線と将来的に成長が期待されていたアジア太平洋路線に向かったのは自然の成り行きであった。しかし、国内線依存度が高い米国キャリアとは対照的に国際線依存度が高い欧州キャリアにとって、大西洋路線は最大のドル箱路線で絶対に譲ることのできない最重要路線であった。こうした欧州勢の事情をよそに米国は、既に89年に米欧間の大型提携の先駆けとなるKLM-NW連合を発足させ、92年9月にはオランダと間でオープンスカイ協定を成立させるなど、欧州域内およびその以遠地域へのネットワーク拡大に向けて着々と布石を打ってきた。これに対して、欧州勢は自由化で米国に20年近い遅れをとり、多くの国営キャリアを抱えて各国の利害が交錯する中、米国国内はもとよりその以遠地域へのネットワーク拡大にまで手が回らない状況が長く続いていた。

しかし、97年の完全自由化によって、欧州メガキャリアは大きな転換点を迎えることになる。完全自由化後を睨んで90年代半ばになると多くの欧州諸国が米国とのオープンスカイ協定締結
に動き、完全自由化とほぼ時を同じくして独ルフトハンザと米ユナイテッド航空が主導するスターアライアンスを発足させたのである。これをきっかけにその後、1999年にワンワールド、2000年にカイチームといった大西洋を挟んだ大型アライアンスの形成が加速し、欧州勢はグローバル・ネットワークの拡大に向けて大きな一歩を踏み出すことになった。現在、欧州メガキャリアは米国勢との戦略的アライアンスを軸に、世界の航空業界のグループ化を積極的に推進しており、グループ間競争を通じた世界市場での覇権争いは本格化の時を迎えている。

３　ネットワーク拡大の手法

航空会社が新たにネットワークを拡大しようとする場合、自社の内部資源のみで行うか、それとも外部資源を活用して行うかによって、そのアプローチには大きな違いが出てくる。自社の内部資源のみで行うならば、自社本体または子会社の設立を通じて自前でネットワークを構築していく手法あるいは買収・経営権の取得などを通じて既にあるネットワークをまるごと資本の力で手に入れてしまうという手法となる。一方、外部資源を活用してネットワークの拡大を図るというのであれば資本関係にとらわれず広く旧来の競争相手とも協力・連携しながら究極的には自社のネットワーク拡充を図っていくことになるだろう。より具体的に言えば、前者が資本参加による方法であり、後者がフランチャイズ方式およびアライアンスによる方法ということになる。しかし、これら３つのアプローチには、それぞれ一長一短があり、いずれも万能といえる方法ではない。したがって、航空会社はこれから構築しようとしているネットワークの規模やターゲットにする地域に応じて、自社の戦略にも合致する最適な方法を資金財務面、時間的な制約等も考慮しながら、この３つを駆使した設計図に沿ってネットワークを構築するということになる。

（1）資本参加によりネットワーク拡大をはかる方法
資本参加とは株式保有による経営権への一部ないし全面的な関与
のことであり、資本による支配・従属という縦の関係を前提にした伝統的な手法である。本体で直接保有する場合もあれば、子会社等や他のメガキャリアと共同出資で設立した会社を通じた間接保有など様々である。
この手法を利用した場合に出資した航空会社が享受できる最大の利点は、他の２つの手法とは異なり、株式保有による経営への関与を通じて、自社が直接コントロールできる範囲を広げることができることにあり、ネットワークの拡大を自社の方針に沿って有利に展開できることである。また買収や吸収合併、子会社化といった経営統合で成功すれば、規模拡大でスケールメリットを生かし、コスト優位性を構築できる可能性も十分ある。
一方、この方式の最大の難点は、外国企業による自国キャリアへの資本参加や買収等を厳しく規制している国も多く、実際に利用できる先がかなり限定されてしまうことである。

また、フランチャイズ方式やアライアンスとは異なり、この手法では資金負担が大きく、資本投下による財務リスクの負担を避けることはできない。また、出資が本体連結決算に及ぼす影響等を考慮せねばならず、株主からの資本効率改善要求が厳しい今日的情勢の中では、投資案件としても十分に株主から理解が得られるということが必要になってくる。

（2）フランチャイズ方式によりネットワーク拡大をはかる方法

航空業界におけるフランチャイズ方式も、外食チェーン等で広く導入されているフランチャイズ方式と基本的な仕組みは同じである。一方がフランチャイザー
となり、他方がフランチャイジー
となって、フランチャイズ契約を締結するもので、資本による支配・従属という垂直的な関係は存在しない。

しかしながら、実際、フランチャイザー側は、ブランド力、信用、ノウハウ、情報力、グローバルな営業力で優位に立つ一部の大手キャリアに限られているし、フランチャイジー側は、ほとんどが知名度の低い中小ローカル・キャリアに限られている。なぜならば、そもそもフランチャイズ方式とは知名度や信用、ノウハウ、インフラ面で大きな格差が存在する企業の間でこそ機能する方式で、大手キャリアの間にそのような状況はまず存在しえないからである。大手と中小の間で、フランチャイズ方式が成り立つのは、両者がともに自らの欠けている部分をフランチャイズ方式によって補完・強化し合える関係にあるからである。

フランチャイザー側の利益

· 単独で参入するには市場規模が小さく、収益性が低い難しい市場で、コストも時間もかけずに、自社ブランドの浸透を図り、プレゼンスを高めることができる。

· フランチャイジーがもつローカルネットワークを、最小の資本投下と財務リスクで自社に囲い込むことができる。

· フランチャイジーから機体のメインテナンスや自社予約システムの提供他、各種の航空関連サービスを提供することで、追加的な収入を期待できる。

フランチャイジー側の利益

· フランチャイザー（大手キャリア）がもつブランド力、信用、ノウハウ、情報力、グローバルな販売網を自社の経営に生かすことができ、顧客の囲い込み、さらに新規顧客の開拓を効率的に行うことが可能となる。

· 大手キャリアと手を組むことで限定されたローカル路線における自社の市場支配力を強化することができ、他社の新規参入を抑える効果も期待できる。
· 自前で多大な投資を行わなくてもフランチャイザーが提供する各種の航空関連サービス
を利用することで、ローリスクで効率的な業務運営を行うことができる。
フランチャイズ方式によるネットワーク化の限界と効果
フランチャイズ方式は、国際主要幹線のネットワーク化には適しておらず、ネットワークを拡大できる規模も範囲も限定される。実際、フランチャイズ方式が使われているのは、近隣のローカルハブ空港を拠点として限定された地域でネットワークを張っている中小ローカル・キャリアを囲い込む場合であり、域内における自社ネットワーク上の空白を埋めるというのが最大のねらいとなっているようである。ただ、BAのように英国が旧宗主国であった国の有力キャリアとフランチャイズ契約を結んでいる例
も見られ、地理的に近いという要素は、フランチャイズ方式の採用を決定づけているとはいえない面もある。

（3）アライアンスによりネットワーク拡大をはかる手法

アライアンス（提携）とは、複数の企業が、資本による支配従属という垂直的関係ではなく、お互いの独立性を維持しながら、広範囲な事業分野で連携・協力することによって、お互いの弱点を補強し合い、自社の強みをさらに伸ばそうという戦略的な経営手法である。今日、ほとんど全ての航空会社が、ネットワーク拡大を図るため、なんらかの形でアライアンスを利用している。

アライアンスにより、連携する事業範囲は、FFPやコードシェア、CRSの統合をはじめ、共同マーケティング、空港施設の共同利用の他、航空ビジネスに関するあらゆる分野に及ぶ。航空会社は、自社のどの分野に強みがあり、どこを補強したいのかを明らかにした上で、その目的に最も合致した相手と個別に提携交渉を進めていくことになる。

アライアンスの形態には２つがあり、２社間の個別提携（Bilateral Alliance）と３社以上に提携関係がまたがるグローバル・アライアンス （Multi-lateral Alliance）がある。欧米メガキャリアの多くは両者をうまく使い分けることで、効率的かつ効果的なネットワーク全体の拡充を図っている。

①　主たる提携事業

航空会社がネットワーク化を推進する上で要と位置づけている主な提携事業とは、FFPリンク、コードシェア、CRSの統合の３つである。

ア  FFP (Frequent Flyers program)
FFPとは、マイレッジなど常連客向けの特典サービス・プログラムのことである。これは、航空自由化によりキャリア間の競争が激化した1980年代の米国で、顧客の囲い込みを図る有力な方法として開発された。

常連客は、航空会社が取り扱う旅客数全体に占める割合は決して高くないが、その売上が売上全体に占める割合はかなり高いといわれている。新規顧客を開拓しマーケットシェアを高めるよりも、既存優良顧客を囲い込み、顧客内シェアを高めるほうが、収益性が高くなるという考え方がFFP導入の背景にある。

FFPでリンクしている航空会社双方の乗客にとって、異なる２つの航空会社のマイレッジを合算することができ、その分、顧客は特典を受けられる機会が増えるという利点があり、航空会社にとっては顧客の囲い込み効果が期待できる。

イ  コード・シェアリング　(Code Sharing)
コード・シェアリングとは、他の航空会社が運航する便に自社の便名を付けて運航するもので、FFPと同様に、1980年代の米国で、外部のリソースを活用することにより、航空路線ネットワーク拡大の有力な方法として普及した。

航空会社は、大規模な新規投資やコストも必要なく、短期間で自社の航空路線ネットワークを拡大できる。また、集客力の向上や輸送貨物の増加による増収効果やブランド力の強化も期待できる。

また、旅客にとっても、乗継ぎが必要な乗客にとっては、搭乗手続きが乗機地での一回で済み、渡航先を決めるにあたって選択の幅が拡がるというメリットがある。
ウ　 CRS (Computer Reservation System)
CRSとは、FFP戦略と同様に80年代の米国で、データベースと通信ネットワークを活用して業界内の競争優位性を築く戦略的情報システムとして開発されたコンピュータ予約システムのことである。

大型航空機の導入による社内業務効率化を目指す上で大量の情報や事務処理を可能にするシステムの導入が必要不可欠であったため、戦略的マーケティングを行うためにも、サポートする情報システムが求められていた。

旅行業界で主流となる予約システムの標準プラットホームを提供したことにある。事実上の標準となったプラットホームは、その業界のビジネス・プロセスを決めてしまい、後発組の参入を困難にする。CRS開発力のあるメガキャリアは競争優位を築くことができる。

売れ筋商品情報や顧客の消費行動に関する貴重なマーケット情報を得ることが可能となり、航空券販売にとどまらずホテルやレンタカー等の旅行関連商品手配や、劇場、ゴルフ場、レストラン等、広範囲なTE (Travel & Entertainment) 商品の予約・販売をワン・ストップで提供する情報サービス業に進化させた。

また、航空業界・旅行業界を水平的にネットワーク化、旅行関連商品を統合化する垂直的ネットワーク化を促し、旅行代理店による委託販売というチャネルを航空会社自身が囲い込み、これを航空会社の影響下に置く仕組みとして機能している。

最近では､CRSは、単なる予約システムの域を出て、今やインターネットマーケティングを支える中核ツールとなっている。航空会社は、顧客DBの規模と内容、情報分析能力を含めたシステムの優劣が企業の将来を左右するとして、CRSネットワークの拡充を急いでいる。刻々と変化する市場に機動的、迅速かつ的確に対応するためには、常に最先端システムへの改良、更新が必要となるが、単独でこれを行うには莫大な資金が必要となり、時間もかかる。そのため航空各社はCRS提携により、他社との相互アクセスを進めている。

②　アライアンスの形態

ア  ２社間の個別提携（Bilateral Alliance,　“Alliance”）

最も一般的な提携関係で、前述のFFPリンクやコードシェア、CRSの相互アクセスなどによる連携を中心に、２社間で提携するもの。資本関係やアライアンス・グループの枠を超えた提携もかなりあり、世界の航空会社は広範で複雑な提携網で結ばれている。
キャリアにとってのメリット

· 少ない資金で短期間にネットワークを拡充でき、財務リスクが小さい方法である。

· 自社の個別事情に合わせて個別に提携条件を設定できるという柔軟性がある。

· 価値連鎖を最大限に発揮できる独自の提携網を築くことに成功すれば、差別化による優位性を確保する大きな武器となる。

キャリア側が留意すべき点

· ２社間の提携であるため、ネットワークを拡大できる範囲が提携相手のネットワークの範囲内に限られる。
· 個別に条件交渉を行う必要があるため、グローバルな提携網を築こうとすると、負担が大きい上に時間もかかる。
イ  グローバル・アライアンス（Multi-lateral Alliance, “Global Alliance”）

欧米メガキャリアはもともと２社間提携を軸にネットワーク化を推進していたが、提携事業の範囲や規模はしだいに拡大し、89年にKLMとNWが大規模提携に踏み切ったのをきっかけに米欧メガキャリアによる大型提携が活発化し始めた。
グローバル・アライアンスとは、そもそもこうした２社間の大型提携を発展させて、その提携関係を３社以上に拡大させていこうというところから始まったといえよう。

グローバル・アライアンスでは、提携事業の範囲もコードシェアやFFPリンク、CRSの相互アクセスにとどまらず、空港のターミナルやラウンジの共同利用、空港業務の共同運営、共同宣伝・マーケティング、収益の配分を含むありとあらゆる分野におよび、グループ・キャリア全体に及ぶそのシナジー効果は２社間提携と比較にならないほど大きい。しかも、航空会社は、時間をかけず効率的にローコスト・ローリスクで自社ネットワークを世界に張り巡らせることができ、集客力を高めることができる。一方、旅客にとっては会員特典を獲得する機会が大幅に増え、世界中のどの行き先に飛ぶ場合でも搭乗手続きが大幅に簡略化、シームレス化されるなど、メリットは大きい。
営業旅客キロ数でみた航空輸送の３分の２が、「スターアライアンス」、「ワンワールド」、「スカイチーム」、「KLM－NW連合」の４大グローバル・アライアンスに占められており、航空専門家たちの間では、今後数年中にその割合は80％を超えると予想されている。しかも、メンバー数の増加によってグループとしてのネットワーク網、サービスの質、幅は一段と充実してきており、アライアンス・グループというブランドが市場で認知され始めるなど、航空業界の競争は、航空会社間の競争からグループ間の競争へと着実に移行しつつある。もはや、航空会社単独で、コスト、サービスともにグローバル・アライアンス・グループに対抗できる余地は限られてきており、世界の航空業界は近い将来、ごく少数のグローバル・アライアンス・グループに集約される可能性が高い。

世界のメガキャリアの中で、現在、4大グループに属していないのは、JALを含めたごく一部の航空会社に限られてきており、各グループに続々と新たな航空会社が加わっている状況を考えると、4大グループによる市場占有率は高まりこそすれ、今後、下がることはないだろう。

２社間提携に勝るメリット

· 短期間にグローバル・ネットワークを一気に拡大できること。

· グループが大きくなるほそのシナジー効果（複合的､あるいは連鎖的な波及効果のこと）が大きくなること。

· グループ内で主導権を握ることでマーケット支配力をさらに強めることができること。

グローバル・アライアンスの盲点

· 加盟しているアライアンス・グループ内で主導権もなく、自社の強みや独自性を十分に市場に認知させることができなければ、他の有力メガキャリアの実質的支配下に入り、グループ内で埋没しかねないという危険性をはらんでいる。

· 見かけ上のネットワーク網がどんなに大幅に拡充されたとしても、自社の顧客ニーズにマッチしたものでなければ、十分な集客力の向上に結びつかない可能性もあり、必ずしも顧客囲い込みやつなぎ止めに効果があるとは限らない。
グローバル・アライアンスの市場規模

· 1997年の国際線の営業旅客キロ数でみたデータによると､「スターアライアンス」が22．8％、「ワンワールド」が20．4％、「KLM－ＮＷ連合」が11．3％、「スカイチーム」が9.9％のシェア。

· これに国内線も合わせると、「スターアライアンス」が22％、「ワンワールド」が18．7％、「KLM－ＮＷ連合」が12％、「スカイチーム」が11．5％のシェアとなる。

４　欧州三大メガキャリアのネットワーク戦略

（1）出資の状況　(2002年度)

①　エールフランス（AF）
AFの輸送部門の出資先は、下記4社と少ないが、カーゴ専門の子会社を除けば、全て100％出資の完全子会社である。そのうち２社はフランチャイズ先で、３社とも欧州の近距離専門のローカル・キャリアである。出資先をすべて完全子会社化しているのは３社中AFのみである。ハブであるドゴール空港を核に欧州域内ネットワークの拡充がねらいであると思われる。

AFの出資状況（2002）

航空会社名
所在国
AF持株比率
投資目的
AFとの関係

Brit Air
英国
100.0%
子会社化
完全子会社・フランチャイジー

Cityjet
アイルランド
100.0%
子会社化
完全子会社・フランチャイジー

Regional
フランス
100.0%
子会社化
完全子会社

（注）上記の他、カーゴ専門航空会社Sodexiに60％出資している。

②　英国航空（BA）

BAの輸送部門の出資先は下記6社である。近距離専門の欧州ローカル・キャリア２社を完全子会社化している（ドイツBAは2003年7月、全株をドイツ人実業家に売却された）点ではAFと同様である。BAがユニークなのは、ワンワールドの主要メンバーであるカンタス、イベリアというメガキャリア２社へ出資していることや、純粋株式投資でAFの提携先であるモーリシャス航空の株を保有、さらに旧宗主国で現在もイギリスと密接な関係をもっている南アフリカのローカル・キャリアをフランチャイズ先として出資していることである。BAは出資に際して投資採算を特に重視したスタンスをとっている。

BAの出資状況（2002）

航空会社名
所在国
BA持株比率
投資目的
BAとの関係

BA Cityexpress
英国
100.0%
子会社化
完全子会社

Deutsche BA
ドイツ
100.0%
子会社化
完全子会社

Qantas Airways
豪
 21.4%
関係強化
戦略的パートナー

Comair Ltd.
南ア
 18.3%
関係強化
フランチャイジー

Air Mauritius
ﾓｰﾘｼｬｽ
 13.2%
純粋株式投資
投資先

Iberia
スペイン
 9.0%
関係強化
戦略的パートナー

③　ルフトハンザ（LH）

LHの輸送部門の出資先は下記５社である。BAと同様に、同じグループ内のブリティッシュ・ミッドランドに30％の出資を行い、戦略的パートナーとの関係強化に布石を打っている。その他の出資先4社は全て近距離専門の欧州域内ローカル・キャリアで、そのうち２社を子会社化している。しかし、完全子会社はローコスト・キャリアであるLufthansa City Lineの１社に留まっており、LHもまた投資効率重視の姿勢が伺える。残りの２社は戦略的なパートナーとしての関係強化を図るために必要な出資比率にとどめている。

LHの出資状況(2002)
航空会社名
所在国
LH持株比率
投資目的
LHとの関係

Lufthansa City　Line
ドイツ
100.0%
子会社化
完全子会社

Air Dolomiti
ｲﾀﾘｱ
 51.2%
子会社化
子会社

British Midland
英国
 30.0%
関係強化
戦略的パートナー

Eurowings
ドイツ
 24.9%
関係強化
戦略的パートナー

Luxair
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ
 13.0%
関係強化
戦略的パートナー

（2）フランチャイズへの取り組み

①　エールフランス（AF）
AFのフランチャイズ先は下記4社と少なく、全て欧州の近距離専門のローカル・キャリアである。しかも、フランチャイズ先２社を100％子会社化するなど、資本関係なしの純粋なフランチャイズ方式をローカル・キャリア囲い込みの手法として積極的に導入しているとは言いにくい。

AFのフランチャイズ先

航空会社名
所在国
AF持株比率
FFPリンク
備考

British European
英国
  0%
有
英国のローカル・キャリア

Brit Air
英国
100.0%
有
フランスのローカル・キャリア

Cityjet
アイルランド
100.0%
有
アイルランドのローカル・キャリア

CCM*
フランス
 0%
有
フランスのローカル・キャリア

*Compagnie Corse Mediterranee
②　英国航空（BA）
BAのフランチャイズ先は下記７社である。そのうち５社が欧州の近距離専門のローカル・キャリアで、２社が歴史的に関係が深い国のローカル・キャリアである。BAは自らフランチャイズ方式のパイオニアであることを自負しており、他の２社よりもローカル・キャリアの囲い込みにフランチャイズ方式を積極的に利用しているようだ。

航空会社名
所在国
BA持株比率
路線数
フランチャイズの開始
BA仕様の航空機数
FFPリンク

GB Airways
英国
0%
23
1995
12
有

Loganair
英国
0%
22
1994
11
有

Maersk Air Ltd.
英国
0%
12
1993
10
有

Britsh Mediterranian
英国
0%
12
1997
4
有

Comair
南アフリカ
18.3%
8
1996
14
有

Regional Air
ｹﾆｱ
0%
7
2001
4
有

Sun-Air
ﾃﾞﾝﾏｰｸ
0%
6
1996
9
有

BAのフランチャイズ先

③　ルフトハンザ（LH）

LHのフランチャイズ先は下記4社と意外に少ない。その全てがドイツ国内近距離専門のローカル・キャリアとなっている。現状ではこの方式の利用は、既存の国内ネットワーク網の隙間で手薄な路線を埋めるというために限定しているようだ。

LHのフランチャイズ先

航空会社名
所在国
LH持株比率
路線数
フランチャイズの開始
LH仕様の航空機数
FFPリンク

Contact Air
ドイツ
0%
18
1996
11
有

Augsburg Airways
ドイツ
0%
17
1996
15
有

Cimber Air
ドイツ
0%
9
1999
8
有

Cirrus Airlines
ドイツ
0%
4
2000
5
有

（3）アライアンス（提携）

①エールフランス(AF)

欧州の4大国際ハブのひとつパリ・シャルルドゴール空港をメインハブとするAFは、米デルタ航空とともにスカイチームのグループ内で主導権を握る立場にある。しかしながら、スカイチームの結成が遅かったために加盟メンバーの数はスターアライアンス、ワンワールドよりも少なく、ネットワークの規模もその２つの後塵を拝している。しかし、AFは他の２社と比べるとグループを超えた提携も含めて最も幅広く積極的に２社間提携を行っており、単独キャリアで見た場合のネットワーク網の充実度はかなり高い。今後、グループへの新規加入を他のメンバーに働きかけていく上で、AFが現在持っている多くの２社間提携関係は大いに役に立つことであろう。

スカイチーム

(AF以外)
所在国
AF持株比率
加盟
補足

Aeromexico
ﾒｷｼｺ
0%
Jun-00
中米大手キャリア

Delta Air Lines Inc.
米国
0%
Jun-00
米国メガキャリア

Korean Air
韓国
0%
Jun-00
アジア系メガキャリアの一角

Czech Airlines
チェコ
0%
Mar-01
LHとFFPでリンク

Alitalia
ｲﾀﾘｱ
0%
Nov-01
欧州メガキャリアの一角

②　英国航空(BA)

欧州4大ハブのひとつヒースロー空港をメインハブとするBAは、米アメリカン航空（AA）とともにワンワールドのグループ内で主導権を握る立場にある。しかし、ドゴール空港やフランクフルト空港ではメインハブであるアライアンス・グループがほぼ３分の２程度の発着枠を抑えているのに対して、ワンワールドだけはお膝元のロンドン・ヒースロー空港で十分な発着枠を持っていないこともあって、ここ数年、大西洋路線における顧客争奪戦でBAは苦戦を強いられている。ワンワールドにはBAを含めて現在8社が加盟しているが、アクセス空港数ではスターアライアンスの約３分の２、スカイチームをわずかに上回る程度である。BAとしては、グループ拡大に弾みをつけたいところではあるが、既にメガキャリアの多くはいずれかのグループに属しており、最近は中堅クラスの取り込み合戦となっていることからそう簡単に事態が好転するとは考えにくい。ただ、BAは、いまだグループに属していないアジアの有力メガキャリアであるJALや中東の大手キャリアエミレート、米国国内大手のアメリカンウェストとも２社間契約を通じて良好な関係にあり、これら大手３社の今後の動き次第ではグループの拡大に弾みがつく可能性もある。
ワンワールド

（BA以外）
所在国
BA持株比率
加盟
コードシェアの路線数
補足

American Airlines
米国
  0%
Feb-99
全路線
世界トップクラスの米国系米メガキャリア。

Qantas Airways
豪
21.4%
Feb-99
47
世界トップクラスの豪州系メガキャリア。

Cathay Pacific Airways
中国
  0%
Feb-99
16
アジア系のメガキャリア。

Iberia
スペイン
 9.0%
Sep-99
36
欧州メガキャリアの一角。中南米諸国とのネットワークに強み

Finnair
フィンランド
   0%
Sep-99
22
北欧系大手キャリア。

Aer Lingus
アイルランド
   0%
Jun-00
19
アイルランド系中堅キャリア

Lan Chile
チリ
   0%
Jun-00
3
ラテン系中堅キャリアで、チリでは最大級。

③　ルフトハンザ（LH）

LHは米ユナイテッド航空と並んでスターアライアンスの設立メンバーとして、グループ内での主導権を握る立場にある。LHは、スターアライアンスのグループ拡大路線を最も積極的に進めてきたメンバーの１社と言ってもよいだろう。そしてグローバル・アライアンス・グループへの新規加盟を促進してグループを拡大し、グループ・ネットワークの拡充を図ることで、自社のネットワークの拡大につなげていこうというLHの基本路線が当面揺らぐことはあるまい。しかしながら、USエアウェイズの加盟により、いずれのグループにも所属していないメガキャリアは、もはや数社に絞られてきており、有力メンバーの新規加盟に大きな期待はできない状況にあることから、ここから一段のネットワーク拡大は他の２グループと同様に決して容易ではない。当面は現に２社間提携関係にある中東欧やアジア、アフリカなどの中堅の国際キャリアとの関係強化が先決で、その後、グループ参加への働きかけを強めていくことになるだろう。２社間提携について言えば、LHの提携数は数の上ではAFよりもはるかに少ない。強力なアライアンス・グループとしてのネットワーク網の上に安住することなく、グループという垣根を越えた２社間提携やフランチャイズ方式なども最大限に活用しながら、LH独自のネットワークをいかに構築し、拡充していくかが、今後の大きなテーマとなりそうである。

（次ページ表参照）

スターアライアンス

（LH以外）
所在国
LH持株比率
加盟
FFPリンク
補足

Air Canada
カナダ
 0%
May-97
有
北米メガキャリア

SAS
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ
 0%
May-97
有
北欧大手キャリア

Thai Airways
タイ
 0%
May-97
有
アジア大手キャリア

United Airlines
米国
 0%
May-97
有
米国メガキャリア

Varig
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ
 0%
Oct-97
有
南米大手キャリア

Air New Zealand
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ
 0%
Mar-99
有
オセアニア大手キャリア

ANA
日本
 0%
Oct-99
有
アジア大手キャリア

Austrian Airlines
オーストリア
 0%
Mar-00
有
欧州大手キャリア

Lauda Air
オーストリア
 0%
Mar-00
有
オーストリア航空グループ

Tyrolean Airways
オーストリア
 0%
Mar-00
有
オーストリア航空グループ

Singapore Airlines
シンガポール
 0%
Apr-00
有
アジア系メガキャリア

British Midland
英国
30%
Jul-00
有
英国大手

Mexicana Airlines
ﾒｷｼｺ
 0%
Jul-00
有
中米大手キャリア

Asiana Airlines
韓国
 0%
Mar-03
有
韓国第二のキャリア

Spanair
スペイン
 0%
Apr-03
有
スペイン大手キャリア

（4）欧州三大メガキャリアのネットワーク戦略

こうしてみてくると、欧州三大メガキャリアのネットワーク拡大策は、ネットワーク構築の方法に若干の違いこそあれ、基本的にめざす方向は、ロンドン、フランクフルト、パリという自社のメインハブを中心に世界的に無限の広がりをもつ航空ネットワークを構築しようとしていること、欧州域内および大西洋路線市場における自社の圧倒的な競争優位を確立しようとしていること、という２点で一致していると言える。さらに、３社がこの目標の実現に向けて進めているネットワーク化の柱となる基本戦略は、以下の３点に集約することができると言ってよいだろう。

1 グローバル・アライアンスを、ネットワーク戦略上の要と位置づけ、グループ力の強化を図るとともに、グループ内における自社の主導権を強くしていくこと。

2 グローバルアライアンスと並行してコードシェアやFFPリンク、CRSリンク等による2社間の提携を積極的に推進し、自社グローバル・ネットワークの更なる拡充をはかること。

3 基幹となるグローバル・ネットワークに加えて、顧客ニーズに細かく対応できるネットワークを構築するため、ネットワークの隙間を埋めていくこと。フランチャイズ方式や資本参加をうまく使い分けながら、効率的かつローリスクで近距離専門の中小ローカル・キャリアの囲い込みを進め、自社メインハブと近隣のローカルハブをつなぐネットワーク網を整備すること。



５　今後のグローバル・アライアンスとローコスト・キャリアの方向性

（1）グローバル・アライアンス（GA）
米国のオープンスカイ戦略に大きな変更がない限り、GAを軸にした巨大航空連合による世界航空市場の棲み分けを目指す欧米メガキャリアの方針に当分変更はないであろう。GAグループ全体の市場占有率は今後さらに高まるであろうが、GAグループ間の格差は今後、拡大していく可能性もあり、それぞれの国際メインハブ空港の競争も絡んで、GAの統合や分裂といった動きが出てくることも予想される。

世界の航空業界は、米同時多発テロやSARS、イラク戦争の後遺症や世界経済の回復力が弱いこともあって航空需要の低迷が続いており、いまだ厳しい経営環境の中にある。現にGAグループを主導する米国メガキャリア自身が苦境にあえいでおり、米国政府のてこ入れもあって最悪の事態は回避してきているものの、万一、今後、グループの中核である米国メガキャリアが破綻するような自体が発生すれば、グループ自体が空中分解しないとも限らない。

GAが資本による支配従属関係ではなく契約によって成立している関係であるだけに、グループとしての求心力や存在感を一度失えば、メンバーの相次ぐ脱退というケースも十分考えられる。ここ数年GA形成によるグループ化は順調に推移してきたが、今後はそうした波乱要因があることを念頭に置いて、GAグループ形成の動きを見ていく必要があるだろう。

また、成長市場であるアジア太平洋地域についてはGAグループがこれまで構築したネットワークでカバーしきれていない部分も多く、GAグループのネットワークといえども手薄なところがあるのも事実である。今後、GAグループはアジア系キャリアの囲い込みを一層強めていくことになるだろう。こうした情勢の中で、２社間提携を軸にしたネットワーク形成にこだわるJALが今後どのような動きをしていくかは、きわめて注目されるところである。

（2）ローコスト・キャリア

欧州ではライアンエアー（アイルランド）やイージージェット（英国）といった新興の格安航空会社が近年急成長を遂げている（アメリカではその先駆者としてサウスウエスト航空が有名）。成功の秘訣は、徹底的なコスト管理とサービスメニューの刷新で超格安運賃を実現したことにある。彼らは、ターゲットを価格志向が強く、移り気な個人の旅行客に絞り込み、インターネット販売や離着陸料の安い地方空港の活用、予約状況に応じた柔軟な価格設定の他、ユニークな経営手法を次々に航空事業に導入し、超低価格を実現した。

彼らの登場によって、これまで車や列車による旅をしていた人々や多額の出費を理由に飛行機での旅をためらっていた層までが、気軽に空の旅を楽しむようになったのである。これまで眠っていた潜在的な旅客層の新たな需要掘り起こしに成功したともいえる。彼らはある特定の市場をターゲットにし、格安航空ビジネスに特化することによって競争優位確立をめざしているのであり、メガキャリア化を志向しているわけではない。いわばニッチを狙ったビジネスモデルである。

このようにして新たに開発された格安航空ビジネスは多くの旅客の支持を得ており、市場としても整備されつつある。今後も格安航空市場全体としての成長傾向は持続するであろう。

しかし、新規参入が活発化していることや、利用できる地方空港の確保にも限界があること、航空運賃全体の水準が下落する中で超低価格であることの優位性が薄れる可能性もあることなどから、格安航空会社の間でも勝ち組と負け組の明暗が近い将来いずれ出てくることになるだろう。

６ 現場からの声

欧州三大メガキャリアの一つに15年間勤め､その後も約10年間、現在も某航空会社で活躍するＡ氏とそのスタッフの方々に話しを聞く機会に恵まれた。Ａ氏は30年程フランスに住み､欧州から日本、そして世界の航空業界を見続けている貴重な方である。

Ｑ(山口)

｢長年航空会社で働き、現在の率直な感想をお聞かせください。｣

Ａ氏

｢私が勤め始めた頃は､航空会社はどこも料金も決められ､競争もなく、左団扇の世界でした。しかし､最近はご存知のよう、競争も激しく、いかにして１人でも多くのお客さんに乗っていただくかで、日夜、頭を悩ませています。特にこの業界は、景気の変動や戦争、テロ、そして最近はSARSなど外部的要因に左右されることが多く、１年先も読めなくなってきました。｣

Ｑ（山口）

｢その競争の延長線上に、いかにネットワークを張り、魅力ある航空会社にしていくかということがあるのでしょうか。｣

Ａ氏

｢そうだと思います。

航空会社は、その航空会社の本拠地である自分の国と外国としか自分の飛行機は飛ばせません。しかし、日本からのお客さんでもパリからニュヨークへ行く機会もあるでしょうし、その際､日本の航空会社ですべての航空券が入手出来れば、便利なわけです。また､お客さんもこのグローバルな時代です、それを期待しています。

ここに、グローバル・アライアンスという巨大ネットワーク・グループが出来た大きな原因があると思います。｣

Ｑ（山口）

｢この現在、世界に４つあるグローバル・アライアンスは、なくならないのでしょうか。そのまま続くとお考えでしょうか。｣

Ａ氏

｢多分、しばらくは続くと思います。もちろん、そのグループ内で競争関係にあるＢ社とＣ社で何らかの理由から、Ｂ社が別のアライアンスに行くなどの再編はあるかもしれません。また、４つのアライアンスが３つになったり、５つになったりする可能性はあると思います。｣

Ｑ（山口）

｢ネットワークの手法として、親会社と子会社の関係を作ったり､フランチャイズという手法もあるようですが､これらについてはどうお考えでしょうか。｣

Ａ氏

｢アライアンス内のメガキャリアといわれる大手航空会社間では、親会社と子会社の関係はありません。しかし、各航空会社はそれぞれいくつか子会社を持っています。また、競争の激しい航空業界では航空会社の倒産というのは、よくあります。しかし、昔から航空会社は各国のナショナル・フラッグでしたので、法的な規制から外国資本が容易に買収できない場合があります。

また、フランチャイズということもしばしば聞きますが､メガキャリアが中小の航空会社のある便の機材ごと買い上げるようなやり方かと思います。

親会社・子会社の関係も、フランチャイズ方式も、大手の航空会社にとっては､会社の規模拡大や経費節減といった会社の内部的な観点からのネットワーク化かと思います。｣

Ｑ（山口）

｢JALはどこのグローバル・アライアンスにも加盟しないで、独自の方法を取っていますが、これについてはどうお考えでしょうか。｣

Ａ氏

｢JALの２社間のやり方は、当初批判されましたが、最近では評価されています。今後のことはわかりませんが､現在のところ､世界的にも２社間提携だけでうまくやっている珍しく、またクレバーなやりかただと思います。｣

Ｑ（山口）

｢ここ欧州では３大メガキャリア以外に、どのグローバル・アライアンスにも属さず、高い収益を維持して事業を拡大している、アイルランドのライアンエアー、英国のイージージェット等の航空会社がありますが､これらの会社については、どう思われますか。｣

Ａ氏

｢この２社は､管理コストなどを嫌い､その経営の徹底ぶりは感心します。

例えば､空港内でのカウンターやラウンジの設置も必要ないとし、また大手と提携することはコンピュータの構築などで莫大な費用もかかることから、どこのアライアンスに加盟することも拒否しています。

特定の空港間だけを就航し、それも機種も１つだけしか持っていません。機種が替われば､パイロットに必要な免許も替わりますし、整備士もそろえなければなりませんから、１機種だけというやり方は、非常に採算性の高いやり方です。機内清掃もスチュワーデスがします。

大手航空会社がハブ空港を利用するのに対して、これらの会社は地方の空港同士を就航するなど大変独自性のある経営を続けています。フランクフルトなどのハブ空港では、満杯状態のため、中小の航空会社は使えませんが､逆に地方空港ならまだ十分に使えるため、お互いの利害が合致するわけです。

最近ライアンエアーが、英国から毎年10万人のお客さんを連れて来るからという条件でフランスのストラスブール空港への着陸料を無料にさせるという例がありました。これに対して、エアフランスは不公正ということで欧州裁判所に提訴しましたが､このような会社は今後も出てくる可能性もあると思います。｣

Ｑ（山口）

｢競争が激しいということで破綻した例も、サベナ・ベルギー航空、そして最近のスイスエアーの例がありましたが､これについてはどの辺に原因があると思いますか。｣

Ａ氏

｢サベナは会社設立以来、一度も黒字になったことがない、いわば国営の会社でした。しかしEU内でも、ナショナル・フラッグでも国が資金を投入することはできなくなったために、破綻したものと認識しています。スイスエアーがこれに資本参加したわけですが､スイスエアーも破綻しました。

スイスエアーは大西洋線を持っていませんでしたが､これが大きな原因かと思います。

大西洋線は欧米のメガキャリアにとって、もっとも競争の激しい路線ですが､ビジネスマンなどは、この路線を使った航空会社をヨーロッパ内でも使う傾向があります。それは、マイレージ等の特典に関係すると思います。メガキャリアが短距離線で収益をあげて、大西洋線などの中長距離の路線では収益が余り上がらないのを我慢するのも、このような傾向がわかっているからです。｣

Ｑ（山口）

｢確かにヨーロッパ内では航空会社間の競争も激しく、ハブ空港では満杯常態のようですが､アジアではまだ余裕があるかと思いますが、こちらから見たアジアでの航空業界としての市場をどうお考えですか。｣

Ａ氏

｢中国などの路線は、今後欧州のメガキャリアにとっても大切な路線かと思います。しかし、アジア内の２国間では、欧州のメガキャリアは路線を持てませんので､アジアの航空会社とアライアンスを組んでネットワークを張るという、欧米でのやり方を使っていくかと思います。｣

Ｑ（山口）

｢最後に、航空業界の今後の見通しなどをお聞かせください。｣

Ａ氏

｢欧米のメガキャリアの存在とグローバル・アライアンスによるネットワーク化は今後も続くと思います。また一方でライアンエアーなどの格安航空会社の手法もなくならないと思います。こういった二極化の中で､航空業界は今後も熾烈な競争が続いて行くものと思います。この傾向はアジアでも、早晩同じような流れになるものと思います。｣
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� メガキャリアの厳密な定義はないが、国際的な航空ネットワークをもち、旅客・貨物輸送を手がけ、売上げ、規模ともに世界ランキングで上位を占める巨大航空会社を一般にはこう呼んでいる。


� 米国が世界で推進する米国型の航空自由化モデル。米国は航空関連ビジネスを国家的戦略ビジネスの中核と位置づけ、官民一体となり世界の航空市場における米国メガキャリア及び航空機産業の競争優位を確立しようとしている。90年代前半にブッシュ政権がオープンスカイ戦略を発表し、クリントン政権がその戦略を強力に推進した。


協定の内容は、旅客・貨物のサービスに適用され、締結国のキャリアは、自国内地点からあらゆる中間地点を経由して相手国地点に乗り入れ、相手国以遠のあらゆる地点に向かうことができる。路線、参入航空会社数、便数、運賃設定の制限等なく、航空会社間の自由な機会が相互に認められる。しかし、米国と相手国との間には、すでに、市場の規模や構築済みのネットワークの充実度、ハブ空港での既得権などから大きな開きがあり、協定が平等でも実際に恩恵を受けるのはほとんどの場合米国側になる。米国は2002年末現在59各国とオープンスカイ協定を締結したが、米国メガキャリアの世界航空市場での主導権を確保させ、自国の市場と航空産業を外国企業から守っているといえる。


� 発着料の安い地方空港を活用し、機内サービスを大胆にカットするなどして格安航空運賃を売り物に近年急成長している航空会社。アイルランドのライアンエアーはその象徴的な存在。


� 欧米メガキャリアを中心に3社以上で形成された世界的な戦略的包括提携。現在、市場規模の大きい順に、スターアライアンス、ワンワールド、スカイチーム、KLM－NW連合の４つある。


� 本レポートでは、旅客・貨物の航空実績、企業規模、その他主要項目によるランキングで欧州の国際航空会社で上位3社（ルフトハンザ・ドイツ航空、英国航空、エールフランスの3社）を3大メガキャリアと位置づける。


�IATA -The International Air Transport Association（国際輸送運送協会）


（URL：� HYPERLINK "http://www.iata.org/membership/index" ��http://www.iata.org/membership/index�）


IATAは、航空事業の安全性、信頼性、顧客の利便性向上を図ることを主たる目的に、1945年4月にキューバのハバナで設立された国際的な航空業界団体で、前身は、世界で初めて国際定期便輸送サービスが開始された1919年に、オランダのハーグで設立された 旧IATA-The International  Air Traffic Associationである。協会のウェブサイトによると2001年12月31日現在、IATAに加盟している航空会社の数は273社（143カ国）である。


�ICAO-International Civil Aviation Organization（国際民間航空機関）は、国際民間航空条約（通称シカゴ条約：加盟国187カ国）に基づき設立された国連の専門機関の一つ。


� JALホームページ（http://www.jal.jp/corporation/index_chuki.htmlに掲載されている「JALグループの主張」図8を抜粋し、それを一部加工。


� 上の図に表記されているパーセンテージを合計すると域内が55.9％、地域間が42.4％と合計で98.3％となってしまい100％にならないが、これは3大主要地域以外の地域間（例えば、中東地域⇔-アフリア地域）の市場規模の割合が図に表記されていないからである。3大主要地域以外の地域間国際路線市場は規模が相対的に小さく、世界市場全体の1.7％を占めているに過ぎない。


� JALホームページhttp://www.jal.jp/corporation/index_chuki.htmlに掲載されている「JALグループの主張」表２を基に作成。


� 2001年８月現在、米国が欧州でオープンスカイ協定を結んでいる国は、1992年締結のオランダを皮切りに、ベルギー、ルクセンブルク、スイス、オーストリア、チェコ、北欧4カ国、アイスランド、ドイツ、ルーマニア、イタリア、ポルトガル、ポルトガル、スロバキアの17カ国に及ぶ。


�当然のことながら出資比率が高ければ高いほど、出資先への影響力を大きくすることができ、100％保有すれば完全支配下に置くことができる。その会社をどこまで支配したいのかによって要求される出資比率の水準に違いが出てくることになる。吸収合併・買収、子会社化による経営一体化を図りたければ少なくとも過半数の取得が必要であるし、一定の影響力を確保したいというのであれば過半数以下で十分ないこともある。純粋な投資目的の保有ならむしろ持株比率が大きすぎるのは好ましくないということもある。


�フランチャイズ契約に基づき、フランチャイズサービスを提供する側。


�フランチャイズ契約に基づき、フランチャイズサービスを受ける側。いわゆるフランチャイズ先。


� 航空機のメインテナンスサービスなど。


� BAはケニアのリージョナルエア、南アフリカのコムエアとフランチャイズ契約を結んでいる。
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